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1．	 はじめに
（1）	研究の背景と目的
　港湾都市においては，港湾の物流システムと産
業構造の変化による停滞からの克服を目指して，
観光を取り入れたウォーターフロント開発が行わ
れてきた．ウォーターフロント開発の先進地とし
て知られる欧米では，港湾都市を対象とした事例
研究を通じて，都市の再開発段階に応じた港湾と
市街地との関係性の変化（Hoyle, 1988）や，港
湾都市の変遷からみた歴史的・観光的都市の成立
過程（Tunbridge and Ashworth, 1992）など，
地域変化に関するモデルが示されてきた．また，
先進諸国における港湾開発の実態報告では，主要
な手段のひとつに観光開発が位置づけられ，それ
にともなう土地利用変化にも高い関心が寄せられ
てきた（Wren, 1983： Craig-Smith, 1995）．こう
したウォーターフロントの再開発過程に関する議
論は空間的な視点によって行われ，とくに欧米の
地理学者が先導してきた（Hoyle, 2000）．
　日本国内では，堀野（1999）が欧米と日本にみ
られるウォーターフロント開発と観光利用の位置
づけの差異について考察したうえで，日本の主要
港湾都市では業務機能の失速が観光の働きを相対
的に際立たせてきたことを指摘している．また，
港湾の空間的側面に着目した地理学研究において
は，地方港のウォーターフロント開発にともなう
土地利用変化を明らかにした奥平（2009a, b, c）
による一連の研究や，東京臨海部を対象として港
湾の再開発と土地利用変化のパターンを明らかに
した太田（2015）による研究があげられ，ウォー
ターフロント地区の土地利用変化は，港湾機能の
変化に対応していることが指摘されてきた．しか
し，このような実証的研究は蓄積の途上にあり，
欧米の研究動向とは対照的に，従来の港湾機能が
観光へと大幅にシフトした事例については報告さ
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れてこなかった．このため，観光地化にともなう
ウォーターフロント地区の土地利用変化とその特
徴について，議論の余地があると考えられる．
　また上記の既存研究では，ウォーターフロント
地区において工業的土地利用を呈してきた港湾都
市の地理的性格を反映して，埠頭やその隣接地域
を対象とした大規模な空間再編に関する考察が中
心課題に据えられてきた．一方で，たとえば整備
事業に拠らない，個人経営による小規模な店舗集
積への波及については等閑視される傾向にある．
しかし，ウォーターフロント開発は，港湾都市の
再生を企図した都市戦略としての側面を持ち，民
間による投資意欲を促進する方針がとられてきた
（川端，1985）．したがって，開発以降に出店した
民間による店舗を，空間再編の一端として分析に
加える必要があると考えられる．
　実際，本稿が対象とする門司港においては，後
述のとおり門司港レトロ事業によるウォーターフ
ロント開発事業が終着した 2007 年以降に個人経
営の雑貨販売店が注目されはじめ，現在では地域
の新たな観光資源として定着しつつある1）．本稿
では，こうしたミクロスケールにおける空間利用
を視野に含めて，店舗の立地選択をはじめとする
経営者の意思決定に関して検討することで，
ウォーターフロント開発および観光開発にともな
う空間再編について，より詳細に把握する．
　以上をふまえて本稿では，北九州市・門司港レ
トロ地区を対象に，門司港レトロ事業による
ウォーターフロント開発前後の土地利用変化と雑
貨販売店の出店傾向に関する分析をとおして，当
該事業がもたらした空間再編について明らかにす
るとともに，港湾空間における観光の波及・進展
状況について考察する．この際，港湾都市におけ
る観光地化が，港湾空間の空間的配置にいかなる
影響をもたらすのか，さらには整備対象施設の立
地が観光の空間的展開に対していかに作用するの
か，に着目する．
（2）	研究対象地域
　本稿における研究対象地域は，北九州市・門司
港のウォーターフロント地区を構成する西海岸（1
丁目）と港町の街区とした（図 1）．当該街区は
いずれも観光施設の集中する「門司港レトロ中心
地区」（北九州市，2008）に位置づけられ，後述
する門司港レトロ事業による整備が集中的に実施
された港湾空間である．なお同じく事業の整備対
象施設が立地する東港町については，港湾運送業
図 1　門司港市街地と研究対象地域の位置（2017 年）
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によって稼働中の港湾施設が埠頭北側を占有して
おり，西海岸および港町と比較して商業機能の進
展が鈍いことから，本稿の研究対象地域に含まな
いこととした．
　市街地としての門司港を概観すれば，北東南の
3 方を山地に囲まれた弓なりの形状を呈してお
り，上記の研究対象地域を含め，関門海峡に接す
るウォーターフロントは埋め立てられた埠頭に
よって構成される．市街地中心部は関門海峡およ
び JR 鹿児島本線に沿って走る旧日銀通り（国道
3 号）によって貫かれ，これより山側が商店街や
住宅地を含めた旧市街地として位置づけられる． 
　1889 年の築港にともなって「国の特別輸出港」
に指定された門司港は，以来は関門連絡船2）に
よって本州と九州を結び付ける交通結節点，筑豊
炭田を後背地とする石炭の積み出し港，さらには
中国大陸との物流拠点として発展を遂げた貿易港
湾都市である．しかし，1942 年の関門鉄道トン
ネル開通を機に，度重なる陸上交通の整備3）に
よって交通結節点としての役割は失われる．また，
1963 年の北九州市発足では市の都心が小倉に置
かれ，拠点性の低下に拍車がかかった．
　その後は，1988 年に市による「北九州市ルネッ
サンス構想」の一環として「門司港レトロめぐり・
海峡めぐり推進事業」4）が立ちあがり，さらに同
年に門司港駅舎が国の重要文化財に指定される
と，観光地化に大きく舵が切られた．以降，「門
司港レトロ事業」として総称されるウォーターフ
ロント開発によって整備された空間は，大正ロマ
ンを基調とする「門司港レトロ地区」の呼称で知
られ，観光客を集めてきた．また 2007 年以降に
雑貨販売店が増えはじめ，近年では大規模な定期
イベント5）が開催されるようになっている．
（3）	研究の方法
　本稿では，以下の手順をとる．まず，対象地域
における観光地化の契機として門司港レトロ事業
を取りあげ，その概要を述べるとともに整備対象
とされた施設の立地を確認する．
　次に，対象地域における観光地形成の特色につ
いて詳細に把握するために，開発前後の土地利用
状況を比較する．具体的には 1/2,500 都市計画図
を用いて土地利用図を作成し，これを分析資料と
した．ここでは，門司港レトロ事業が歴史的建造
物の保存活用と観光施設の新設へと段階的にシフ
トしたことをふまえて，施設の機能変化について
着目する．以上から，ウォーターフロント開発を
通じた観光地化によって生じた土地利用の空間的
配置を明らかにし，門司港レトロ事業を契機とし
た空間再編について検討する．
　さらに，上記の土地利用変化の結果をふまえて，
ウォーターフロント開発以降における整備事業に
拠らない個人経営店舗の動向について検討する．
ここでは，小規模な店舗が観光施設の外周部に立
地するという，空間的配置をふまえたうえで，近
年において集積の著しい雑貨販売店を事例に，観
光空間の展開について検討する．具体的には，と
くに店舗の立地と経営内容および出店経緯にみら
れる主体的な立地選択に着目し，外周部における
観光空間の進展状況について考察する．
2．	 門司港レトロ事業の概要
　本稿では，港湾の空間再編に寄与する基底要因
として，ウォーターフロント開発を通じた観光開
発を位置づけている．このため本章では，門司港
における観光地の形成プロセスを，空間的かつ時
系列的に整理するために，門司港レトロ事業の概
要について述べる．
　門司港レトロ事業は前述した「門司港レトロめ
ぐり海峡めぐり推進事業」を骨子として，ウォー
ターフロント再開発に観光開発が組み込まれた北
九州市による開発事業の総称である6）．この門司
港レトロ事業では，「衰退する門司港の活性化」
を事業コンセプトとして，大正ロマン溢れる街並
みとウォーターフロントとが融合した「都市型観
光拠点」の整備が目指された（北九州市門司港レ
トロ課，2011）．
　図 2 および表 1 には，門司港レトロ事業による
おもな整備事業を示した7）．第 1 期事業（1988〜
1994 年）においては，北九州市による公共事業
費として約 300 億円が投入され，歴史的建造物の
保存活用事業やウォーターフロントの整備事業が
着手された．1993 年に門司港駅（1988 年，国の
重要文化財に指定）の駅前広場と第一船だまり「は
ね橋」が建設されたのを皮切りに，旧大阪商船や
旧門司税関など，残存する歴史的建造物の修復が
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進められた．移築修理された旧門司三井倶楽部
（1990 年，国の重要文化財に指定）が門司港駅前
に立地したことからもわかるとおり，整備対象施
設は門司港駅を起点として第一船だまり周辺に集
中し，観光拠点としての門司港レトロ地区の原型
が形成された．
　続く第 2 期事業（1997〜2007 年）では，事業
目的に「滞在型観光拠点の整備，及び快適居住環
境の創造」が掲げられ，事業費 270 億円は市の公
共費用と民間部門によってそれぞれ半額が負担さ
れた．ここでは，観光客による回遊性の向上や滞
在時間の長時間化を念頭として，事業対象エリア
の広域化が目指されたものの，あくまで第一船だ
まり周辺が核心部として位置づけられた．
　既存の建築物の保存と観光活用を中心とした第
1 期事業に対して，第 2 期事業では観光施設が新
設される例が多くを占めたことに特徴が認められ
る．たとえば，第 1 期事業での課題としてあげら
れた物販施設の不足を補うべく，観光物産館「港
ハウス」や複合商業施設「海峡プラザ」など，観
光客向けの商業施設が拡充された．さらに，「門
司港レトロ展望室」の整備をはじめとして，2000
年以降では「出光美術館」や「九州鉄道記念館」，
関門海峡ミュージアム「海峡ドラマシップ」など，
観光用展示施設の新規開業が相次いだ．
　このように，門司港レトロ事業の事業内容は歴
史的建造物の保存活用から観光施設の新設へとシ
フトし，事業目標とされた「都市型観光拠点」の
整備が進められてきた．「門司港レトロ」は，第
1 期事業終了翌年の 1995 年にグランドオープン
を迎え，年間 100 万人の観光入込客数を数えるよ
うになった．観光入込客数はその後順調に増加し
て 2003 年に年間 250 万人を超えてピークに達し，
現在にいたるまで年間約 200〜250 万人程度（い
ずれも北九州市観光動態調査）で推移している．
3．	 門司港レトロ地区の形成と港湾空間の再編
　前述のとおり，門司港のウォーターフロント地
区では，門司港レトロ事業によって整備された観
光施設が都市内部地域の一角を占め，現在では門
司港レトロ地区が形成されている．ここでは，門
司港レトロ地区の形成にみられる空間再編につい
て，観光開発前後の土地利用変化から検討する．
（1）	観光開発以前の土地利用状況（1980 年）
　図 3 は，観光開発前後の 2 年次（1980・2017 年）
における門司港レトロ地区の土地利用変化を示し
たものである．なお対象地域においては，中・高
層の建築物の利用形態はオフィスビルやマンショ
ンに限定され，それらが面的に被覆するにはい
表 1　門司港レトロ事業によるおもな整備事業
期
間
番
号 年次 施設名称
整備
内容
第
１
期事業
① 1993 門司港駅前レトロ広場 ●
② 1993 第一船だまり「はね橋」 ●
③ 1994 旧門司三井倶楽部 ○（移築）
④ 1994 旧大阪商船 ○
⑤ 1994 旧門司税関 ○
⑥ 1994 国際友好記念図書館 ●
第
２
期事業
⑦ 1998 観光物産館「港ハウス」 ●
⑧ 1998 門司港ホテル ●
⑨ 1999 複合商業施設「海峡プラザ」 ●
⑩ 1999 門司港レトロ展望室 ●
⑪ 2000 出光美術館 ●
⑫ 2003 九州鉄道記念館 ○
⑬ 2003 関門海峡ミュージアム（海峡ドラマシップ） ●
整備内容：○＝保存修復による活用，●＝新設
（北九州市門司港レトロ課資料により作成）
図 2　門司港レトロ事業によるおもな整備対象
（1988 〜 2007 年）
（北九州市門司港レトロ課資料により作成）
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図 3　門司港レトロ地区における土地利用変化（1980・2017 年）
（現地調査および住宅地図により作成）
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たっていない．このため本稿では，施設 1 階部の
利用状況に着目しておもな利用形態を総合的に判
断し，それぞれの土地利用状況を単一の業種に代
表させて検討することとした．
　観光開発以前における土地利用の特色として，
以下の点が指摘できる．西海岸通り沿線において
は，関門海峡に面してオフィスビルが列状に分布
しており，そのテナントにはおもに海運会社の事
務所が入居していた．この分布は第一船だまり西
側の突堤，および第一船だまり東側の海岸沿いへ
と伸展し，このうち突堤東側の用地はとくに海運
会社所有の倉庫として利用されていた．このほか
西海岸通り沿線では，オフィスビルに隣接して飲
食店の集積も確認され，海運会社の従業者や関門
汽船と鉄道の乗り継ぎ客を主要な顧客としていた
ことが想定される．
　一方，門司港駅周辺の比較的大規模な敷地には，
門司鉄道管理局・門司電気工事局をはじめとする
日本国有鉄道の関係機関のほか，貿易関連会社の
事務所が置かれ，桟橋通り北東には主として陸運
業の事務所が立地していた．旧日銀通り沿線には，
郵便局のほか銀行店舗の立地も複数確認され，金
融業務地区としての性格が保たれていたといえる．
　このように，観光開発以前における門司港の
ウォーターフロント地区は，事務所や金融機関に
代表される業務機能の集積によって特徴づけられ
る．また，対象地域における業務機能は，海運会
社や国鉄の関係機関，貿易・運輸系の会社によっ
て構成されていることから，港湾都市としての機
能が維持されていたと判断できる． 
（2）	観光開発後の土地利用状況（2017 年）
　前章で述べたとおり，1988 年に策定された門
司港レトロ事業の推進によって，対象地域は「都
市型観光拠点」として整備され，その土地利用は
大幅に再編されてきた．なお，1986 年に完工し
た海岸の埋め立て事業や 1992 年に完成した緑地
整備事業などを経て，関門海峡に接する海岸線が
沖合に向けて断続的に前進しており，拡張された
用地は駐車場や遊歩道として利用されている．加
えて 1985 年，旧日銀通りに敷設されていた西日
本鉄道北九州本線が廃止された8）．一方，2009 年
には貨物専用線が旅客線に転用され，平成筑豊鉄
道門司港レトロ観光線が開業している．
　観光開発後における土地利用状況は次のように
まとめられる．まず特筆すべきは，第一船だまり
周辺の大規模な土地利用変化についてである．と
くに第一船だまり西側の突堤では，海運会社の事
務所および倉庫が一掃され，跡地には「門司港ホ
テル」が建設された．また，第一船だまり南東岸
には複合商業施設「海峡プラザ」が建てられ，観
光開発以前の土地利用が一新されている．これに
対して西海岸通り沿線においては，一部に海岸埋
め立てにともなう地割の整理が確認されるもの
の，大型施設の整備が行われず，開発前後の土地
利用変化は比較的緩やかであるといえる．
　土地利用の再編は門司港駅付近においても著し
くみられる．たとえば，門司港駅正面に駅前広場9）
が設置されるとともに駅前ロータリーが新設さ
れ，このロータリーと桟橋通りとの接続には貿易
関連会社のオフィスビル解体がともなわれた．ま
た，門司電気工事局の跡地には旧門司三井倶楽部
が移築され，館内には展示資料館と観光案内
所10）が設置されている．旧大阪商船，門司郵船
ビル 1 階部には観光客向けの小売店舗が入居し，
さらに門司鉄道管理局が転出した旧 JR 九州本社
ビルの 1 階部も海事資料館に転用されている11）．
他方，旧日銀通り沿線においては銀行店舗や事務
所が転出した跡地にはマンションや医療機関が建
設され，土地利用の転換が確認できる．
（3）	観光開発にともなう港湾空間の再編	
　以上のとおり，対象地域における土地利用変化
の基本的な傾向は，事務所・金融機関に代表され
る業務機能が観光施設へと転換された点にある．
前述のとおり，この転換は門司港レトロ事業の事
業期間において，建築物内部における利用形態の
転換と大規模な観光施設への用地提供をとおして
行われ，港湾都市を特徴づけてきた業務機能の連
続性が大きく失われた．このことは，門司港レト
ロ事業の成果を直接的に反映しており，結果とし
て第一船だまり周辺と門司港駅付近を核心部とし
た観光地が形成されてきた．
　一方，整備対象施設が集中する核心部の東西に
位置する港湾空間，つまり西海岸通り沿線と旧日
銀通り沿線は，土地利用の空間的な配置から，門
司港レトロ地区内に生じた「外周部」として位置
づけることができる．そこでは，整備対象の観光
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施設を取り囲むようにして，小規模の小売店や飲
食店が衛星的，かつ稠密に立地し，後述する雑貨
販売店を含めて，門司港における観光空間の一部
を形成するようになっている．また，外周部の東
西では門司港駅・旧市街地との近接性の点で立地
条件が異なり，両者は観光核心部の存在によって
空間的に分断された港湾空間として捉えられる．
　このうち，西海岸通り沿線では，オフィスビル
の列状の分布にみられる従来の地割を維持しなが
らも，土地利用状況が変化しつつある．たとえば，
かつてのオフィスビル 1 階部は飲食店によって利
用されており，観光客を主要顧客とした営業が行
われている．これに対して，旧日銀通り沿線では，
とくに大規模な敷地における事務所・金融機関が
マンションに転換する傾向がみられ，その要因に
は港湾機能の低下にともなう業務機能の転出が考
えられる．つまり，旧市街地側の外周部に位置す
る旧日銀通り沿線では，門司港レトロ事業とは開
発の方向性を異にしており，門司港レトロ観光線
が観光核心部との境界を際立たせている．
4．	 門司港レトロ地区における観光空間の展開
　―雑貨販売店の立地と経営者に着目して―
　本章では，門司港レトロ地区に外周部が生じた
ことをふまえて，開発以降における観光空間の展
開を明らかにする．ここでは雑貨販売店を事例に，
外周部における観光空間の特色を，店舗の立地と
出店経緯に関するデータに基づいて指摘する．
（1）	西海岸 1 丁目の雑貨販売店
　表 2 は対象地域に立地する雑貨販売店の経営内
容と経営者属性，および開店理由を示してい
る12）．これによれば，西海岸通り沿線に立地する
新海運ビルに 7 件，九港ビルに 2 件の計 9 件の営
業が確認される．2 つのビルはともに海運会社や
海事事務所が現在も入居するオフィスビルで，と
くに新海運ビルでは，2007 年から事務所の空き
物件に雑貨販売店が入居しはじめ，店舗の入れ替
わりを経ながら内部の用途変更が進められてき
た．また，店舗番号 8 を除く 8 件の店舗でアクセ
サリが販売され，いずれも門司港を訪れる観光客
を主要な顧客としている．これは営業日の設定に
も反映されており，観光客の来店が見込まれる土
休日を中心に営業が行われている．
　経営者の出身地についてみると，当該地区では
すべての経営者が北九州市内および下関市の出身
者に限定される．とくに店舗番号 2〜9 はいずれ
も北九州市内の出身者であり，出身地域は門司か
ら八幡まで市内の広範囲にわたる．いずれの経営
者も北九州市内に居住しているものの，門司港市
街地の居住者がいない点でも共通している．また，
異なる前職を持っていた経営者が 6 件を占め，店
舗経営歴の浅い経営者が多いことも指摘できる．
九港ビルの店舗経営者はともに定年退職を機に出
店しており，販売商品の制作や収集には会社員時
代からの趣味が引き継がれているという．
　開店理由については，門司港への愛着や親しみ
をあげる経営者が多くみられたが，特筆すべきは，
新海運ビルの経営者において雑貨販売店の入居す
るビルそのものへの好感が開店の動機となってい
る点である．たとえば，店舗番号 4・6・7 の経営
者は，開店以前に顧客として新海運ビルを訪れた
際にテナント募集を知り，ビルオーナーとの交渉
機会を得たという．このため，ビル内における雑
貨販売店の集積は，門司港レトロ地区を訪れる観
光客はもちろん，市内に潜在する開店希望者の関
心を引き寄せる点でも効果を発揮している．
（2）	港町の雑貨販売店
　港町に立地する雑貨販売店は 7 件が確認され，
店舗番号 16 を除けば13），いずれも低層建築物の
1 階部に単独店舗を構えている．店舗の分布は，
門司港レトロ地区の中核を担う門司港駅付近と門
司港レトロ観光線をまたいだ旧日銀通り沿線地区
の 2 つに分けられる（図 4）．いずれの店舗も観
光開発以前においても確認される小規模な敷地に
立地し，開発以前は企業の事務所をはじめとして，
港湾の従業者を顧客とする飲食，サービス業に
よって利用されていた．これらの敷地は門司港レ
トロ事業や国道沿線のマンション開発の対象から
免れてきたものと考えられる．
　経営者の出身地は店舗番号 14 を除いていずれ
も北九州市内であり，この傾向は新海運ビル・九
港ビルの経営者と類似している．しかし居住地に
ついては，5 件の経営者が門司港市街地に居住し
ており，このうち 3 件は出身地・居住地ともに門
司港市街地である．また，5 件の経営者は現店舗
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表 2　門司港レトロ地区における雑貨販売店の経営内容と経営者属性および開店理由（2017 年）
地区
店舗番号開業年土地利用開発前の主要商品／週営業日 経　営　者
備　　考
出身地 居住地 前職 門司港・現物件での開店理由
西
 海
 岸
 1
 丁
 目
新
 海
 運
 ビ
 ル
1 2007 O J Z 3 下関 下関 ● 新海運ビルから望む関門海峡の景色が気に入る．
2007 年に新海運ビル 3 階で開業，
2015 年に 2 階へ移転．
2 2009 O J Z ＊ 門司（門司港） その他 ●
経営者の出身地である門司港に支
店（姉妹店）として開店．
経営者は三重県・亀山市に在住．
同所に創業20年の1号店を構える．
3 2013 O J Z 5 門司（大里）
門司
（大里） ●
かねてから門司港には愛着があ
り，自宅からバスに乗って訪れる
ことが多かった．
自作のアクセサリのほか，自身の
愛用する生活雑貨を販売したいと
の思いから出店．
4 2014 O J P ＊ 戸畑 門司（大里） 主婦
開業前は小倉で商品を出品．テナ
ント募集の貼り紙に目がとまり，
新海運ビルのオーナーと知り合う．
1980 年代後半までは，門司港・
西海岸 1 丁目に立地する海運会社
に勤務していた．
5 2014 O J Z 5 八幡 小倉 会社員
北九州市内の雑貨イベントに参加
した際に，他の参加者から新海運
ビルの存在を教えられた．
アクセサリ制作は独学による．
2014 年 4 月に新海運ビル 1 階に
て期間限定店舗を出店，同 10 月，
常設店（同ビル 2 階）として再開．
6 2015 O J 5 小倉 小倉 会社員
新海運ビルが好きで，雑貨店の顧
客としてよく訪れていた．新海運
ビルのオーナーと偶然知り合い，
門司港の集客力に期待して出店し
た．
東京都・銀座のショッピングセン
ター内店舗に出品している．
7 2017 O J P ＊ 八幡 八幡 絵画講師
門司港には日帰り観光を目的とし
てときどき訪れており，新海運ビ
ルが気に入ったため．
本業は絵画教室の講師．八幡で開
講している．短期契約でテナント
を借り個展を開設．
九港ビル
8 2007 O A 3 小倉 小倉 会社員
定年退職を機に，かねてから親し
みを感じていたという門司港に出
店．
開店当初は観光客向けにアクセサ
リを販売．本来の趣味とのズレを
感じアンティーク中心へ．
9 2011 O J G 6 門司（門司港）
門司
（大里） 会社員
定年退職を機に，経営者の出身地
である門司港に出店．
会社員時代は日本各地に転勤．趣
味が高じて本業へ．売り上げの中
心は観光客によるガラス工芸体験．
港
　　
町
10 1999 O J G 6 門司（門司港）
門司
（門司港） ●
経営者の出身地である門司港で開
業．
前々職は兵庫県・西宮市の飲料会
社勤務．その後は滋賀県内のガラ
ス工房に弟子入り．
11 2008 S C 6 北九州市内 ― ―
港湾都市であり，観光地でもある
門司港に魅力を感じて出店を決め
た．
趣味が高じて本業へ．2017 年よ
り一日体験陶芸教室を開始．自作
の商品と交流のある陶芸作家の作
品を販売．
12 2008 G A Z 4 門司（門司港）
門司
（門司港） ●
1999 年，門司港レトロ地区の複
合商業施設「海峡プラザ」の開業
にあわせて 1 号店を出店．戸建て
物件の現物件に2号店として出店．
大卒後，旅行会社で添乗員として
勤務し，海外の仕入先を開拓．経
営者は 2009 年より門司港の雑貨
イベントを企画運営．
13 2011 O A Z 6 門司（門司港）
門司
（門司港） ●
2007 年，新海運ビルにて開業．5
年間の営業を経て，戸建て物件の
現物件に移転．
来店客の駐車場確保のため，2017
年 9 月に移転．2018 年に営業再
開予定．
14 2011 O Z F 3 その他 門司（門司港） ●
1980 年代（観光開発前）から門
司港を訪れるたびに憧れを強めて
いた．知人からの紹介をうけて，
観光客の往来が多い立地に出店．
千葉県・船橋市出身．1980 年代
から両親の実家のある福岡県・行
橋市で曳船会社に勤務．1995 年
から行橋市を拠点に服飾雑貨店を
経営，門司港のほか博多にも展開．
15 2013 O F ＊ 小倉 門司（門司港）
デザイ
ナー
店舗は日本国内で美術学校を設立
するための準備拠点の位置づけ．
物件所有者から紹介をうけて出店．
美術大学進学のため上京．卒業後
にフランスへ留学し，以降は約
35 年間アーティストとして活動
していた．
16 2014 R J F 6 八幡 八幡 ●
港に近い市街地で営業したいとの
思いから物件を探していたとこ
ろ，現物件の共同経営者から紹介
をうけて出店．
現物件での開業以前は小倉の同業
店舗に勤務．左記の共同経営者は
門司港出身（在住）の美容師．
開発前の土地利用（1980 年）：O= 事務所，S= サービス業，G= 小売業，R= 飲食業
主要商品：J= アクセサリ，A= アンティーク・骨董品，Z= 小物類，C= 陶芸品，P= 絵画，G= ガラス工芸品，F= 衣料品
営業日：数字は週あたりの営業日数．＊= 不定休
前職：●は当該店舗の開店以前から同業を経営，従業していたことを示す．
出身地・居住地：北九州市内については，合併前の旧 5 市（門司・小倉・戸畑・八幡・若松）による地域区分を用いた．
　　　　　　　　門司区（旧門司市）内については，とくに居住経験をとおした門司港市街地との関係性を検討する目的から，
　　　　　　　　括弧内に市街地の別を示した．
表内の「―」はデータなし
（2017 年 9 月の現地調査および各店のブログにより作成）
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の開店以前から雑貨販売業に従事しており，新海
運ビルや九港ビルの経営者と比較して職歴の長い
経営者が多く，販売される商品の専門性が高いこ
とも指摘できる．
　開店の理由でとくに注目されるのは，店舗番号
12 と 13 によるもので，前者は現店舗を「海峡プ
ラザ」内に立地する 1 号店に続く 2 号店として開
店し，後者は新海運ビルでの営業を経て現物件に
移転している．つまり，これら店舗では門司港に
根ざした経営展開が行われていることを示してい
る．また，店舗番号 14〜16 にみられるように，
物件の選定に際して個人的な紹介を受ける場合が
多く，これは開店以前からすでに門司港に関係者
が存在していたことを意味する．経営者のほとん
どが門司港に居住している点をふまえても，経営
者らはそれぞれ門司港市街地に対して少なからず
精通しており，計画的かつ主体的に立地を選択し
てきた可能性が高い．
（3）	外周部における観光空間の特色
　以上から，門司港レトロ地区の外周部に立地す
る雑貨販売店について，以下の特色が指摘できる．
空間的にみれば，西海岸 1 丁目の店舗に象徴され
るように，業務機能の観光への転用は，空間利用
の転換をとおして進行している．つまり，門司港
レトロ地区の観光空間が，門司港駅との近接性を
有した外周部へと進展している状況を示してい
る．門司港駅と関門汽船のりばは，門司港レトロ
地区を訪れる観光客のゲートウェイとして機能し
ており，このことが観光客を主要顧客とする店舗
の集積を可能にした要因であると考えられる．
　このうちとくに新海運ビルには，門司港におけ
る店舗開店の窓口としての役割が指摘できる．た
とえば店舗番号 5 による 2014 年の期間限定店舗
の出店や，店舗番号 7 による短期の賃貸契約にみ
られるように，開店希望者にとって敷居の低い環
境が用意されており，こうした措置にはビルオー
ナーによる建築物の運営方針が反映されてい
る14）．これによって新規開店時のリスクが軽減さ
れ，とくに店舗経営歴の浅い開店希望者の出店を
後押ししていると考えられる．またこうした新規
開店の動機には，北九州市，ひいては北部九州に
おける代表的な観光地である「門司港レトロ」に
よる集客力が前提となっており，経営者自身が開
店以前に観光客として門司港を来訪していること
からも，門司港レトロ地区の形成がもたらした波
及効果の一端として捉えられる．
　これに対して，港町の雑貨販売店は半数以上が
門司港レトロ観光線によって隔たれた旧日銀通り
方面に分布しており，いずれの店舗においても，
門司港における居住歴と比較的長い職歴を持つ経
営者によって，独自の経営方針がとられているこ
とに特色がある．聞き取りによれば，多くの店舗
では北九州市内の居住者を中心とした固定客を獲
得しており，門司港レトロ地区を訪れる観光客の
みに依存しない店舗経営が志向されている．また，
とくに旧日銀通り沿線の店舗（12・13）では，店
舗に訪問すること自体が顧客の主目的になってい
る場合も多いという．こうした集客圏や訪問目的
の傾向から，旧市街地に近接した港町の雑貨販売
店においては，よりローカルな地域スケールの観
光が進展していると考えられる．
5．	 むすび
　本稿では，北九州市・門司港レトロ地区を対象
に，門司港レトロ事業によるウォーターフロント
開発前後の土地利用変化と雑貨販売店の出店傾向
に関する分析をとおして，当該事業がもたらした
空間再編について明らかにするとともに，観光施
設が整備された港湾空間における観光の波及・進
図 4　門司港レトロ地区における雑貨販売店の分布
（2017 年）
（現地調査により作成）
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展状況について考察してきた．
　先行研究では，港湾空間における土地利用変化
の主要因として，港湾機能の変化が指摘されてき
た．それに対して本稿では，港湾空間の土地利用
変化について，観光地の形成プロセスに着目しな
がら検討し，観光施設の整備が立地条件の異なる
空間的配置をもたらすことを指摘した．そのうえ
で店舗経営者による主体的な立地選択をふまえ
て，観光空間の展開について考察した．以上をと
おして，誘客戦略としての観光開発とその後の観
光の進展が，港湾空間を再編していくプロセスに
ついて論じた．本稿で明らかにした点は，以下の
3 つにまとめられる．
　第 1 に，門司港における観光地化は業務機能の
観光への転用によって典型づけられる点である．
本稿で検討した土地利用変化からは，門司港レト
ロ事業の推進をとおして大規模な土地利用の再編
が行われたことが確認された．そこでは，海運会
社や国鉄の関係機関，貿易・運輸系の会社によっ
て構成される業務機能の転出と転用が観光施設の
立地を可能にしてきた．また，2007 年以降の新
海運ビルに象徴されるように，事務所として使用
されてきた建築物の内部が観光客向けの雑貨販売
店として利用されるようになっている．このため
業務機能の観光への転用は，空間利用の転換を通
じて近年なおも進行していることが認められた．
　第 2 に，門司港の港湾空間においては，整備対
象施設を観光核心部として空間的配置が大きく再
編されてきた点である．整備対象の観光施設に対
して外周部に位置づけられる港湾空間では，整備
対象の観光施設を取り囲むようにして，雑貨販売
店をはじめとする小規模の小売店や飲食店が衛星
的，かつ稠密に立地しており，観光空間の一部に
取り込まれていることを指摘した．この外周部は
西海岸通り沿線と旧日銀通り沿線の大きく 2 つに
分けられ，両者は観光核心部の存在によって空間
的に分断された港湾空間として捉えられる．
　第 3 に，門司港レトロ地区における観光空間は，
観光核心部を起点として，西側の外周部へと進展
している点である．対象地域における雑貨販売店
は，門司港レトロ地区の観光核心部に対して衛星
的に立地している点で共通している．しかし，店
舗経営における観光客に向けた志向は，新海運ビ
ルの立地する西海岸通り沿線に強くみられ，とり
わけ新海運ビルは市内他地域からの開店希望者に
とって窓口として機能している．
　一方，旧市街地に近接する港町の店舗において
は，門司港在住の職歴の長い経営者によって営ま
れ，集客圏や来訪目的が限定的であることから，
ローカルな地域スケールの観光が展開されてい
る．このような観光空間の展開に差異が示される
要因は，上記で述べた門司港レトロ事業が，港湾
空間における門司港レトロ地区の形成に際して立
地条件の異なる外周部を生み出したこと，すなわ
ち門司港駅をはじめとした観光ゲートウェイ・旧
市街地との近接性から説明できる．
　本稿の限界として次の 2 点を指摘することがで
きる．1 点目は，観光空間の展開に寄与する外的
要因に，行政やディベロッパーの動向を含まな
かった点である．観光開発後に策定された「門司
港レトロまちづくりプラン」では，不動産情報の
収集発信を含む民間支援の施策が示されており
（北九州市，2008：28），空間利用の促進に関与し
てきたと考えられる．2 点目は，外周部にみられ
る観光空間の差異に関して，利用者側の空間認識
から説明できなかった点である．いずれも，観光
空間の展開メカニズムについて，より精緻に把握
するために必要と考えられ，今後の課題としたい．
　なお本稿では，港湾空間としての門司港レトロ
地区の形成と展開について明らかにする目的か
ら，西海岸 1 丁目・港町によって構成される
ウォーターフロント地区に対象地域を限定した．
筆者によるこれまでの現地調査では，旧日銀通り
（国道 3 号）を挟んだ山側の旧市街地に立地する
店舗動向について把握を進めており，本稿で取り
上げた雑貨販売店の事例を含めて，新規店舗の開
業や旧市街地への移転経緯なども確認されてい
る．こうした市街地スケールでの展開の様相につ
いては稿を改めて論じたい．■
【付記】
　本稿の作成にあたり，雑貨販売店の皆様には聞
き取り調査に快く応じていただきました．また，
本稿で用いた雑貨販売店のデータの一部は，現地
調査実習を実施した 2017 年度立教大学観光学部
「演習（2 年）」（松村ゼミ：雑貨販売店担当班）
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による協力を得て収集されました．末筆ながら，
ここに記して感謝申し上げます．
【注】
1 ） たとえば，観光ガイドブックの特集記事（ことりっぷ
Magazine，2016）や各種タウンガイド，観光ポータル
サイトに掲載されたパンフレット（門司港レトロイン
フォメーション，2016）によって紹介され，観光客に
よる主要な訪問先のひとつとなっている．
2 ） 1901 年に就航した鉄道連絡船（下関―門司港）で 1964
年に廃止された．
3 ） 1958 年に関門国道トンネル，1973 年に関門橋（高速道
路），1975 年に新関門トンネル（山陽新幹線）が開通
した．
4 ） 1988 年，自治省による「ふるさとまちづくり特別対策
事業」の採択を受けた．
5 ） こ の 代 表 的 な 例 と し て は「 門 司 港 GRAND MAR-
KET」（http://www. grand-market. net/blog/） の 開
催があげられる．
6 ） このため，以降で述べる門司港レトロ地区を対象とし
た観光開発は，ウォーターフロント開発の一環として
実施された開発事業を示している．
7 ） ここでは，北九州市の出資による第三セクター形式の
ものを含めている．
8 ） 1985 年に廃止されたのは門司―砂津の区間である．
9 ） 2017 年現在では，門司港駅の保存修理工事（2012 年着
工）のため，工事見学デッキとして利用されている．
10） 2012 年までは門司港駅に設置されていた．上記の保存
修理工事のため旧 JR 九州本社ビル内を経て，2017 年
より当館内に移転した．
11） 当該施設の開館（2011 年）は，2008 年以降に推進され
た「門司港レトロ観光まちづくりプラン」の事業期間
に該当するため，図 2 および表 1 で示した整備事業に
は含まれていない．
12） 「海峡プラザ」や旧大阪商船内で営業する雑貨販売店に
ついては，整備された観光施設の内部に立地し，店舗
のほとんどが法人経営の支店に相当することから，本
稿の内容には含んでいない．
13） 2 階建て建築物の 2 階に立地している．1 階は物件の共
同経営者によって美容院が営業されており，このため
図 3 においてはサービス業に分類されている．
14） 聞き取りによれば，ビルの内装工事をオーナー自身で
手がけるなど施設管理の手法に特徴がある．
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Formation and Development of Tourism Space 
In Mojiko Retro District, Kitakyushu City
MARUYAMA Motoshi
This paper examines the spatial characteristics of the tourism formation and expansion of Mojiko Retro district 
in Kitakyushu City. The purpose of this paper is to reveal the space restructuring of the old port and the extension 
of tourism through waterfront development. The research methods were 1) analysis of the land use change from 
before and after the development of tourism and 2) analysis of the location and management of the variety goods 
shop and owners in the study area.
In summary as follows: The Mojiko Retro project aiming at the improvement of the urban tourist base reflected 
on the Mojiko Retro district. Based on the project, the vicinity of the “Daiichi-Funadamari” (old basin) and 
Mojiko Station have become the core destination for tourists. Furthermore, due to the land use change the forming 
of a tourism area at Mojiko is typified by the diversion of business function to tourist facilities. Even after the 
development of tourism, the changing of tourist facilities is still progressing through the conversion of space use 
inside the building. Thus, tourism development reorganized the spatial arrangement of the port space into a core 
part and outer parts. 
According to the investigation, the variety goods shop of the Mojiko Retro district has progressed to the 
waterfront area located in the western outer part, Nishi-kaigan 1cho-me. In particular, the Shin-kaiun building 
also functions as a channel for those from Kitakyushu city except Mojiko that would like to operate a shop in 
this building. On the other hand, the shops in Minato-machi, located in the eastern outer part of the Mojiko Retro 
district, are operated by managers living in Mojiko with professional store management experience and a local 
consciousness. As a result, the differentiation in tourism space of the outer part of Mojiko Retro district was 
formed by the reorganization of spatial arrangements. The main factor in this situation is the location requirement, 
especially proximity of the tourist gateway and old city area.
Keywords: waterfront development, Mojiko Retro project, land use change, variety goods shop,
Mojiko, Kitakyushu City
